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あ
アーク
アーク放電の際、両極間に発生する光の
弧。電弧。弧光。

石綿（アスベスト）
天然の極めて細い繊維状の鉱物。耐熱
性、耐摩耗性、耐薬品性、絶縁性に優れ
ているため、建材や車両のブレーキ等
3,000種以上の製品に使用されている。
多量に吸引すると肺がんや中皮腫等の危
険があるため、現在では、原則として製造
等が禁止されている。

溢水
配管やタンクが破損し、水や蒸気が漏れる
こと。

一般廃棄物
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で定
められた「産業廃棄物」以外の廃棄物。一般
家庭から排出される家庭ごみのほか、事業
所等から排出される産業廃棄物以外の廃棄
物も事業系一般廃棄物として含まれる。

イントラネット（イントラ）
インターネットの技術を利用した、組織内
の情報通信網。電子メールやブラウザー
等で情報交換を行い、情報の一元化・共有
化を図る。

エコキュート
自然界に存在する二酸化炭素（CO2）を
冷媒として使用したヒートポンプ給湯機
の総称。圧縮機で空気の熱を汲み上げ、
給湯の熱エネルギーをつくるため、使用
する電気エネルギーの3倍以上の熱エネ
ルギーが得られる高効率省エネ機器であ
る。また、CO2冷媒はフロン冷媒に比べ、
オゾン層を破壊しない優れた環境性を有
している。

エネルギーセキュリティ
国民の安定した生活に資することを目的
として、国際情勢等に過度に左右される
ことなくエネルギーを安定的に確保する
こと。

オフサイトセンター
防災対応の中心となる現地において、国
や自治体等が情報を共有しつつ対応する
ことが不可欠との認識から、地域住民の
安全確保を図るため、国や自治体等の関
係者が応急対策の検討を効率的に行う
拠点。1999年の茨城県東海村での核燃
料加工会社ＪＣＯ東海事業所で発生した
臨界事故を教訓に整備・設置された。な
お、オフサイトセンターの設置は、原子力
災害対策特別措置法において、原子力事
業所ごとにオフサイトセンターを指定す
ることが定められている。

温室効果ガス
大気中の二酸化炭素（CO2）やメタン等の
ガスは太陽からの熱を地球に封じ込め、
地表を温める働きがある。これらのガス
を温室効果ガスという。温室効果ガスに
より地球の平均気温は約15℃に保たれて
いるが、仮にこのガスがないとマイナス
18℃になってしまう。産業革命以降、温室
効果ガスの大気中の濃度が人間活動によ
り上昇し、「温室効果」が加速していると言
われている。京都議定書では、地球温暖
化防止のため、CO2、メタン（CH4）、一酸
化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボ
ン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、
六フッ化硫黄（SF6）が削減対象の温室効
果ガスと定められている。

か
褐炭
充分に石炭化が進んでおらず、水等の不
純物を多く含む、生成時期が新しい石炭
のこと。

活断層
断層のうち、特に数十万年前以降に繰り
返し活動し、将来も活動すると考えられる
断層のこと。第四紀（260万年前以後）中
に活動した証拠のある断層すべてを「活
断層」と呼ぶこともある。

ガラス固化体
再処理の工程において、使用済燃料から
分離される高レベル放射性廃液にガラス
原料を添加し、高温で加熱することによ
り溶かし合わせ、キャニスタと呼ばれるス
テンレス製の容器に閉じ込めた、物理的・
化学的に安定な廃棄物形態。高レベル放
射性廃棄物と同義に用いられることもあ
る。放射性物質を科学的に安定な形態に
保持し、地下水に対する耐浸出性に優れ
ることが特徴。

ガル
地震によって起こる揺れの強さを表す単
位（加速度）で、大きいほど強い揺れとな
る。一方、「震度」は、加速度の大きさのみ
ならず、揺れの周期や継続時間が考慮さ
れている。

カルデラ
火山活動によって火山体に生じた凹地の
こと。噴火の際にできた火口とは区別さ
れており、火口よりも大きい。スペイン語
で「大鍋」を意味する。

環境アセスメント（環境影響評価）
環境に大きな影響を及ぼすおそれがある
事業について、その事業の実施にあたり、
予めその事業の環境への影響を調査、予
測、評価し、その結果に基づき、適正な環
境配慮を行うこと。日本では、環境影響評
価法等に基づき、道路やダム、鉄道、発電
所等の事業者が行う対象事業について、
地域住民や専門家、環境担当行政機関が
関与する手続きが実施されている。環境
汚染を未然に防止するための重要な手段
の一つ。

環境影響評価法
道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所等、規
模が大きく、環境に著しい影響を及ぼす
可能性のある事業等に対して行われる環
境影響評価が、適切かつ円滑に行われる
ための手続き等を定めた法律。

環境経営
環境に配慮しつつ企業の持続的な発展を
目指す経営を意味する。環境対策は企業
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にとってコストがかさむマイナス要因、と
いう従来の考え方を改め、環境とうまく付
き合うことによって、企業の持続的発展に
つなげていこうとする経営の考え方。

基準地震動
原子力発電所の耐震設計に用いる基準と
なる地震動で、周辺の活断層調査や地震
の知見から想定し得る、発電所に大きな
影響を及ぼすおそれがある地震動。

基準津波
原子力発電所の耐津波設計に用いる基準
となる津波で、周辺の活断層調査や津波
の知見から想定し得る、発電所に大きな
影響を及ぼすおそれがある津波。

九電ホームアドバイザー
「ＩＨクッキングヒーター」による調理実演
や趣味講座・最適料金プランのご提案
等、“電気のアレコレ”をお伝えするス
タッフ。

グリーン調達
市場に供給される製品・サービスの中か
ら、環境への負荷ができるだけ少ないも
のを優先的に購入・調達すること。

原子力利用率
一定期間における原子力発電所の実際
の発電電力量と、その期間常に定格電気
出力で発電したと仮定した場合の発電電
力量の比をいい、設備がどのくらい有効
に使われているかを見る指標。

コーポレート・ガバナンス
企業の意思決定、経営執行とそれらに対
する監視、けん制のこと。具体的には、株
主の代理人として選任された取締役で構
成する取締役会による企業経営の重要事
項の決定や執行状況の監督、監査等委員
会による取締役の職務執行に対する監
査等。

高レベル放射性廃棄物
使用済燃料を再処理する過程で発生す
る、核分裂生成物を含んだ放射能レベル
の高い廃棄物。使用済燃料の成分のほと
んどは再利用可能なウランやプルトニウ
ムであり、リサイクル（再処理）の過程で資
源として回収されるが、再利用できない
成分は廃液として残る。わが国は、これを
ガラス原料と溶かし合わせてステンレス
製の容器（キャニスタ）に注入して安定な
形態に固化処理しており、これをガラス固
化体と呼ぶ。

固定価格買取制度（ＦＩＴ）
再生可能エネルギー源（地熱・水力・バイ
オマス・風力・太陽光）を用いて発電され
た電気を、一定の期間・価格で電気事業者
が買い取ることを義務付ける制度。買い
取りに要した費用は、電気料金の一部とし
て、使用電力に比例した賦課金という形で
国民全体で負担している。「電気事業者に
よる再生可能エネルギー電気の調達に関
する特別措置法（再生可能エネルギー特
別措置法）」に基づき2012年７月から施行
されている。

コンバインドサイクル
複数の熱サイクルを結合させたもので、
一般的にはガスタービンと蒸気タービン
を組み合わせた発電方式をいう。LNGコ
ンバインドサイクル発電は、熱効率が高
く、運転・停止が容易で、負荷変化の応答
が速い等の特徴がある。また、高い熱効率
によりCO2の発生が他の火力発電より少
ない。

コンプライアンス
「法令遵守」と直訳されるが、法令や規則
だけに留まらず、社会的規範や企業倫理

（モラル）を守ることも「コンプライアン
ス」に含まれる。CSR（企業の社会的責任）
と共に非常に重視されている。

さ
産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃
えがら、汚泥、廃油、廃プラスチック等20
種類の廃棄物と、輸入された廃棄物をい
う。産業廃棄物の運搬や処理は、その適
正な処理基準等が設定されている。

循環型社会
有限な資源の永続性を確保するため、大
量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社
会を見直し、あらゆるものを資源として
循環し、または様々なかたちで繰り返し利
用するとともに、廃棄物として処分するも
のを最少限とすることで、環境への負担
をできる限り少なくした社会のこと。

使用済燃料
原子力発電所の燃料として一定期間使用
し取り出した燃料。この取り出した燃料
は、放射能が高く、また核分裂生成物から
の崩壊熱も大きいので、使用済燃料貯蔵
プールで放射能の減衰と崩壊熱の冷却の
ため数年間貯蔵される。

準備書（環境影響評価準備書）
事業の実施により周辺地域の環境に及ぼ
す影響について、環境影響評価（調査・予
測・評価）の結果や環境保全のための措置
等について記載し、評価書（案）としてまと
めたもの。

新エネルギー（新エネ）
「再生可能エネルギー」のうち、その普及
のために支援を必要とするものをいう。
温暖化対策等地球環境保全や、エネル
ギー自給率向上の面から普及が期待され
ている。新エネルギー利用等の促進に関
する特別措置法では、太陽光発電、風力
発電、太陽熱利用、バイオマス発電、地
熱発電（バイナリー方式）、中小水力発電

（1,000kW以下）等が該当する。なお、
経済的に成り立っており、普及拡大の余地
に乏しい大規模水力発電や地熱発電（バ
イナリー方式を除く）は、再生可能エネル
ギーであっても新エネルギーとは位置付
けられていない。

ステークホルダー
企業の事業活動に係わりを有する全ての
人や組織のことで、お客さま、株主・投資
家、地域社会、ビジネスパートナー（取引
先・関係会社）、社員等をいう。

スマートグリッド
一層の供給信頼度、効率性を確保するた
めに、ICTを活用し、更には太陽光等の分
散型電源を安定的に受け入れることを可
能とする、先進的送配電ネットワークのこ
と。

スマートメーター
お客さまの電力使用量の遠隔検針や契約
変更時の遠隔計器設定等を行うことができ
る通信機能を備えた電力メーターのこと。
お客さまで設置するＨＥＭＳ機器（ホーム・エ
ネルギー・マネジメント・システム）へ詳しい
電力使用量を送信する機能も有する。

生物多様性
生物の間に見られる違い（変異性）を総
合的に指す概念であり、現在の生物が見
せる空間的な広がりや変化のみならず、
生命の進化、絶滅という時間軸上のダイ
ナミックな変化を含有する幅広い概念。
一般には、「生態系の多様性」、「種の多様
性」、「遺伝子の多様性」という3つの階層
で捉えられる。

ゼロエミッション
エミッションとは英語で「排出」の意味。ゼ
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ロエミッションとは、企業（産業）活動か
ら出るCO2や廃棄物の排出量ゼロを目
指す構想をいう。

送電端
発電した電力量から所内電力（発電に必
要な全補機動力）を差し引いた電力量の
こと。

啐啄同時（そったくどうじ）
禅の言葉で、機が熟して悟りを開こうと
する弟子に、師がすかさず教示を与えて
悟りの境地に導くこと。

た
ダイバーシティ
多様性、相違点。一般的には、企業で人
種・国籍・宗教・性別・障がい・年齢等を問
わず多様な人材を活用することで、社会
環境の変化に柔軟、迅速に対応できると
考えられる。

地域原子力防災協議会
内閣府政策統括官（原子力防災担当）が、
道府県や市町村が作成する地域防災計
画・避難計画等の具体化・充実化を支援す
るため、原子力発電所の所在する地域毎
に設置。構成員は、関係省庁及び関係道
府県であり、関係市町村及び電力事業者
はオブザーバーとして参加。

地球温暖化
大気中の二酸化炭素（CO2）等、太陽から
の熱を地球に封じ込め、地表を温める働
きがある「温室効果ガス」が、人間の経済
活動等に伴って増加する一方、森林の破
壊等によってCO2の吸収量が減少するこ
とにより、地球全体の気温が上昇する現
象のこと。

低炭素社会
最小限のCO2排出で実現する「持続可能
な社会」を指す。化石燃料を燃やして大量
のCO2を排出する社会構造から、「脱」化
石燃料型の社会システムへの転換を目指
す考え方。

低レベル放射性廃棄物
原子力発電所の運転に伴い発生する放射
能のレベルの低い廃棄物。低レベル放射
性廃棄物はセメント等で固化されており、
運転に伴い発生した廃液等を処理した
後、セメントまたはアスファルトとともにド
ラム缶内に充てんして均質・均一に固型
化した「均質・均一固化体」と、金属類、プ
ラスチック等の固体状廃棄物を直接また

は溶解処理後にドラム缶に収納し、セメン
ト系充てん材（モルタル）を充てんして固
型化した「充てん固化体」がある。

電気事業低炭素社会協議会
発電事業者、小売電気事業者有志で設立
した組織。電気事業における低炭素社会
実行計画の推進状況確認と確認結果の
報告・公表等、目標達成に向けたPDCA推
進に関する事業を行う。

特例子会社
障がい者の雇用の促進及び安定を図るた
め、事業主が障がい者の働きやすい職場環
境を整備して設立し、一定の条件を満たすこ
とで厚生労働大臣の認定を受けた子会社。

な
内部統制
企業等の組織内部において、違法行為・不
正、ミス及びこれらに伴う損失の発生を防
ぐためにコンプライアンス体制やリス
ク管理体制の整備を図る等、健全で効
率的な企業活動が行われるような仕組
みを確保すること。

熱効率
火力発電所における熱効率は、燃料の
燃焼によって得られた熱エネルギーのう
ち、有効に電気となった割合を表すとき
に用いる数値で、発電端熱効率と送電端
熱効率がある。発電端熱効率は、発電機
で発生した電力量と電力発生のために供
給された熱エネルギーの比。送電端熱効
率は、発電機で発生した電力量から発電
所を運転するために必要な設備（ポンプ、
ファン、照明等）で消費する電力量を差し
引いたものと電力発生のために供給され
た熱エネルギーの比を指している。

は
配慮書（計画段階環境配慮書）
必ず環境アセスメントを行う必要のある
第一種事業に対して、計画段階で環境配
慮の検討事項をまとめたもの。住民や知
事が計画段階から事業の概要を知ること
ができ、意見提出が可能。

バイオマス
バイオ（生物）とマス（量）を組合わせた造
語で、大量にある生物由来の資源のこと。
畜産廃棄物、間伐材等の林地残材、製材
や家屋解体等で発生する木屑、生ゴミ、下
水処理場で発生する汚泥等様々なものが
ある。

ばいじん
燃焼によって生じた「すす」と固体粒子

（灰等）の総称。また、煙突から出た後
は他の種々の煙霧質と混じり合ってしま
うが、大気中にあるこのような混合物に
ついてもばいじんと言われ、降下ばいじ
ん、浮遊ばいじんという言葉で呼ばれて
いる。

バイナリー（発電）
加熱源系統と媒体系統の2つ（バイナ
リー）の熱サイクルを利用して発電するも
ので、地熱発電等に使われている。加熱源
より沸点の低い液体（媒体）を加熱・蒸発
させ、その蒸気でタービンを回し発電す
る方式。

バリューチェーン
企業の全ての活動が最終的な価値にどの
ように貢献するのかを体系的かつ総合的
に検討する手法のこと。価値連鎖。

ヒートポンプ
空気や水等の熱（ヒート）をくみ上げて（ポ
ンプ）、その熱のエネルギーを高くしたり、
低くする技術のこと。気体を圧縮すると温
度が高くなり、急に膨張すると温度が低く
なる原理を用いている。冷却と加熱を行
うことができ、エアコンや冷蔵庫等に取
り入れられている。

ヒューマンエラー
人為的過誤や失敗（ミス）。意図しない結
果を生じる人間の行為。

評価書（環境影響評価書）
環境影響評価準備書に対する住民や行政
の意見を踏まえ、必要に応じて検討を加
え、取りまとめたもの。

品質マネジメントシステム
品質に関して組織を指揮し、管理するため
のマネジメントシステムのこと。略してＱ
ＭＳ(Quality Management System)と
呼ばれる。

風況
風の状態、性質のこと。具体的には、風向・
風速の出現率・状況や、平均風速・瞬間風
速の状況、風の乱れ等のこと。

賦存
天然資源が、利用の可否に関係なく、理論
上算出されたある量として存在すること。

フレックスタイム勤務
自由な時間に出・退社し、所定の時間数
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を勤務する制度。コアタイムを設ける場合
もある。1987年の労働基準法改正で法
制化された。自由勤務時間制。変動労働
時間制。

プルサーマル
資源を有効活用するために、原子力発電
所で使用された使用済燃料を再処理して
取りだされたプルトニウムとウランを酸
化物の形で混合したMOX燃料に加工し
て、現在稼働している原子力発電所で利
用すること。当社は、玄海原子力発電所3
号機でプルサーマルを実施している。

放射性物質
放射線を放出する物質のこと。放射線を放
出しながら安定した物質に変わっていく。

放射線
放射性元素が崩壊する際に放出される
粒子線（α線、β線等）や電磁波（γ線）の総
称。放射性元素から出たものでない粒子線

（陽子線、中性子線、重陽子線等）や電磁
波（Ｘ線）、宇宙線等を含む。

放射能
放射線を出す能力のこと。

方法書（環境影響評価方法書）
事業の実施により周辺地域の環境に及ぼ
す影響について評価を行うため、環境影
響評価の項目、調査、予測及び評価の手
法を取りまとめたもの。

北海道留萌支庁南部地震
2004年12月14日に北海道留萌市で発
生した、震源と活断層を関連付けること
が困難な地震。新規制基準において、原
子力発電所の耐震安全性評価に用いる
基準地震動の策定にあたり、検討すべき
地震とされている。

ま
メガソーラー
メガソーラーの「メガ」は「100万の」とい
う意味で、ソーラーは「太陽」の意味。メ
ガソーラーとは、出力1,000kW（＝1MW

（メガワット）＝100万W）以上の規模を
有する太陽光発電に対する総称を指す。

モルタル
セメントに水と砂（細骨材）を混ぜたもの。
砂だけでなく砂利も加えたものがコンク
リート。

や
揚水発電（揚水）
発電所の上部と下部に貯水池を設置し、
電気の使用が少ない時間帯等に水を汲
み上げ、電気が必要な時間帯や、他の発
電所の事故時等の緊急時に水を落として
発電する方式。貯蔵できない電気を水に
かえてためておくことができる。

ら
ライフサイクル
製品の製造から運搬、使用する段階を経
て廃棄されるまでの過程のこと。

ラムサール条約
「特に水鳥の生息地として国際的に重要
な湿地に関する条約」のこと。国際的に重
要な湿地及びそこに生息・生育する動植
物の保全を進めること、湿地の適正な利
用を進めることを目的としている。

リスクアセスメント
作業に伴う危険性や有害性を見つけ出
し、これを除去、低減するための手法。危
険性または有害性の特定、特定したリスク
の見積もり、優先度の設定、リスク低減措
置の検討及び実施といった一連の手順を
いう。

リスクマネジメント
企業活動を脅かす恐れのあるリスクを事
前に把握し、リスクが顕在化した場合の
損失を回避、減少させる経営管理方法の
こと。

ロールモデル
自身の行動の規範となる（お手本となる）
存在のこと。

わ
ワーク・ライフ・バランス
仕事と生活の調和とも呼ばれており、仕
事や家庭生活、地域生活、個人の自己啓
発等、様々な活動について自らが希望す
るバランスで展開できる状態のこと。

B
ＢＥＭＳ（ビル・エネルギー管理システム）
Building and Energy Management 
System の略。ビルの機器・設備等の運転
管理によってエネルギー消費量の削減を
図るためのシステム。

ＢＷＲ（沸騰水型）
原子炉で水を沸騰させ蒸気をつくり、直
接タービンを回して発電する方式。

C
ＣＯＤ（化学的酸素要求量）
Chemical Oxygen Demand の略。水
中の有機物を酸化剤で酸化するのに消費
される酸素の量。有機物が多いほど酸化
のために必要な酸素量も多く、水の汚染
度を示す数値となる。単位はmg/ℓで、1 
mg/ℓは、1ℓの水の中に1mgの酸素が必
要なことを表す。

CO2排出クレジット
温室効果ガス排出抑制のためのプロジェク
トで、実際に削減できたとして国連が認証
した削減量（排出枠）ならびに、国連が先進
国に割り当てた排出枠。排出量取引等によ
り、排出枠が不足する国へ移転できる。

CSR
Corporate Social Responsibility（企業の
社会的責任）の略で、『経済（財務）』はも
とより、『環境』、『社会』の3つの側面（トリ
プルボトムライン）から、総合的に取り組
み、社会の持続的な発展に貢献すること。

E
ESG
Environment（環境）、Social（社会）、
Governance（企業統治）の頭文字。企業
の持続的な成長のために必要な視点と考
えられており、企業の非財務面を評価す
る尺度としても用いられるようになってい
る。

G
GRIスタンダード
サステナビリティ報告書のガイドライン
を制定している国際的な非営利団体「GRI

（Global Reporting Initiative）に
よって2016年10月に発行された、非
財務情報報告の枠組み。当枠組みに
則ったサステナビリティに関する報告
は、企業の透明性と説明責任の確保に
寄与するとされている。

H
HＥＭＳ
Home Energy Management System 
の略。家庭におけるＣＯ２排出量やエネル
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ギー消費量を「見える化」することで、さら
なる削減効果が期待できるシステム。

ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）
フロンの一種。スプレー製品の噴射剤、冷媒、
クッション心材等として使用されている。

I
IPP（独立系発電事業者）
Independent Power Producerの略。発
電から小売までを行う電力会社と異な
り、発電だけを行って電気事業者に卸売
り販売をする独立系の事業者。日本の電
力会社も海外企業等と共同で発展途上国
等でIPP事業を進めている。

IR
Investor Relations（インベスター・リレー
ションズ）の略で、投資家向け広報・広聴
活動のこと。投資家向けに会計情報をは
じめとした企業活動に関する広範な情報
開示を適時、公平、継続的に行うことに
よって、投資家の理解度を高め、適正な株
価形成と資金調達の円滑化を図る。

ISO26000
ISO（国際標準化機構）が2010年11月に
発行した、組織の社会的責任に関する国
際規格。

L
LNG（液化天然ガス）
Liquefied Natural Gasの略。メタン（CH4）、
エタン（C2H6）を主成分とする天然ガス
を、極低温（約マイナス160℃）まで冷却
して液体にしたもの。天然ガスは液化す
ることで体積が気体の約600分の1にな
る。LNG船と呼ばれる特殊な船舶で輸送
され、荷揚げ後に再度、気化して発電用燃
料等として使用する。

N
NOx（窒素酸化物）
一酸化窒素（NO）、二酸化窒素（NO2）等
の窒素の酸化物の総称。窒素を含む燃料
の燃焼のほか、燃焼時に空気中の窒素が
酸化されることにより発生する。有害物
質として、大気汚染防止法の規制対象物
質となっている。

Ｎ2Ｏ（一酸化二窒素）
ＣＯ2の310倍の温室効果を持つガス。物
の燃焼や窒素肥料の施肥等が発生源。

O
OJT（職場内教育）
On-the-Job-Trainingの略。職場の中で、
上司や先輩が部下や後輩に対して、職務
に必要な意識・態度や知識・技能につい
て、日常の業務遂行の中で指導を計画的・
継続的に行う教育。

Off-JT（職場外教育）
社内研修や社外研修等、一定期間日常の
業務を離れて、職務に必要な知識・技能及
び幅広い知識、スキル等について実施す
る教育。

P
PAZ（Precautionary Action Zone）
原子力災害に関し、予防的防護措置を準
備する区域のことで、原子力発電所から
概ね5km（目安）の範囲を指す。

PCB（ポリ塩化ビフェニル）
有機塩素化合物の一つであり、ビフェニ
ルという炭化水素化合物の2個以上の水
素を塩素で置換した化合物の総称で、油
状の物質。化学的安定性、耐熱性、絶縁性
に優れることから、電気絶縁材や熱媒体、
感圧複写紙等の様々な用途に用いられた
が、日本では1968年のカネミ油症事件等
でその有害性が問題となり、1972年に旧
通商産業省の通達でPCBの製造は中止
され、1974年に法律で製造・輸入・新規
使用が禁止された。

PDCA（PDCAサイクル）
①方針・計画の作成（Plan）、②その実施
と運用（Do）、③結果点検（Check）、④
是正措置をし、計画に反映（Action）とい
う手順をくり返し、サイクルを重ねるごと
に、より高い目的や目標を達成していくシ
ステムのこと。

ＰＷＲ（加圧水型）
原子炉で作った熱水（一次系）を蒸気発生
器伝熱管の中に送り込み、伝熱管の外側を
流れる水（二次系）にその熱を伝えて蒸気
をつくり、タービンを回して発電する方式。

S
SASB
米国のサステナブル会計基準審議会、及び
同審議会が公表している非財務情報開示
のための会計基準。各産業・業種にとって
重要性の高い非財務要因（マテリアリティ）
の開示項目と開示手法等を整理している。

SDGs
Sustainable Development Goalsの略。
2015年に国連サミットで採択された、
国際社会全体の「持続可能な開発目標」
であり、2030年を期限とする17の目標
で構成されている。

ＳＦ６（六フッ化硫黄）
ＣＯ2の23,900倍の温室効果を持つガ
ス。フッ素と硫黄の化合物で、天然には存
在せず、工業的に生産される。化学的に
安定で、絶縁性に優れているため、電気事
業では遮断器の絶縁ガス等に使用してい
る。

SOx（硫黄酸化物）
硫黄酸化物の総称で、二酸化硫黄（SO2）、
無水硫酸（SO3）等がある。石油や石炭等
の化石燃料の燃焼時に、燃料中の硫黄
分が酸化されて発生する。人の健康に悪
影響を与えたり生活環境に被害を及ぼす
ため、大気汚染防止法の規制対象物質と
なっている。

T
TCFD
Task Force on Climate-related 
Financial Disclosures（気候関連財務
情報開示タスクフォース）の略であり、
G20財務大臣・中央銀行総裁会合の要請
を受け、金融安定理事会（FSB）によって設
立されたタスクフォース。2017年6月、投
資家の適切な投資判断のために、気候関
連のリスクと機会がもたらす財務的影響
について情報開示を促す提言を公表。

U
UPZ（Urgent Protective action 
planning Zone）
原子力災害に関し、緊急時防護措置を準
備する区域のことで、原子力発電所から
概ね5〜30km（目安）の範囲を指す。


